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告    示 
 

那覇市告示第１３２号  

平成２１年１月１３日  

掲 示 済  

 
路上喫煙禁止地区の指定について（商工振興課） 

 

那覇市路上喫煙防止条例第８条の規定に基づき、次のとおり指定する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 路上喫煙防止条例禁止地区の名称 

県道39号線（那覇市役所前～国際通り） 

県道42号線の一部（モノレール県庁駅前） 

市道 牧志中央線の一部（沖映通り） 

 1133



      那 覇 市 公 報    第１４９６号   2009（平成21）年２月２日 

市道 牧志壺屋線の一部（てんぶす那覇前広場） 

※ 禁止地区について、松尾ポケットパーク、てんぶす那覇前広場を合わせて

指定する 

 

２ 路上喫煙禁止地区の区域図 

 

 

 

 

那覇市告示第１５０号  

平成２１年２月２日  

 

那覇市伝統工芸館の指定管理者の指定について（商工振興課） 
 

那覇市伝統工芸館の管理・運営を行わせる指定管理者の指定について、地方自治

法第244条の２第６項の規定に基づき平成20年12月定例議会において承認されたの

で、次のとおり告示します。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 管理を行わせる公の施設 

名 称 那覇市伝統工芸館 

所在地 那覇市牧志３丁目２番10号 

 

２ 指定管理者となる団体 

名 称 那覇市伝統工芸事業協同組合連合会 

所在地 那覇市牧志３丁目２番10号 てんぶす那覇２階 

代表者 会長 桃原 正男 

 

３ 指定期間 平成21年４月１日から平成24年３月31日まで 
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那覇市告示第１５１号  

平成２１年２月２日  

 

那覇市ＩＴ創造館の指定管理者の指定について（商工振興課） 
 

那覇市ＩＴ創造館の管理・運営を行わせる指定管理者の指定について、地方自治

法第244条の２第６項の規定に基づき平成20年 12月定例議会において承認されま

したので、次のとおり告示します。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 管理を行わせる公の施設 

名  称  那覇市ＩＴ創造館 

所 在 地  那覇市銘苅２丁目３番６号 

 

２ 指定管理者となる団体 

名  称  クラスタワークス株式会社 

所 在 地  那覇市銘苅２丁目23番 12号 

代 表 者  代表取締役 岡田 良 

 

３ 指定期間  平成21年４月１日から平成24年３月31日まで 

 

 

 

 

那覇市告示第１５２号  

平成２１年２月２日  

 

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で議決された平成20年度那覇市一般

会計補正予算（第４号）の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成20年度那覇市一般会計補正予算（第４号）（財政課） 

 

平成20年度那覇市の一般会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,970,684千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ119,509,983千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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（繰越明許費） 
第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第１項の規定により、翌年

度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 
（債務負担行為の補正） 
第３条 既定の債務負担行為の追加、変更及び廃止は、「第３表 債務負担行為補

正」による。 
（地方債の補正） 
第４条 既定の地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 
 

第１表 歳入歳出予算補正 
歳 入                          （単位：千円） 
款 項 補正前の額 補正額 計 

 441,578 △13,413 428,165

1 地方特例交付金 277,790 △20,565 257,225

９ 地方特例交 

付金 

3 地方税等減収補てん

臨時交付金 
0 7,152 7,152

 11,053,669 139,718 11,193,38710 地方交付税 

1 地方交付税 11,053,669 139,718 11,193,387

 2,147,781 31,366 2,179,14712 分担金及び 

負担金 2 負担金 2,147,780 31,366 2,179,146
 25,499,145 597,042 26,096,187

1 国庫負担金 16,276,572 219,212 16,495,784

14 国庫支出金 

2 国庫補助金 9,116,397 377,830 9,494,227

 6,195,896 26,212 6,222,108
1 県負担金 4,669,330 22,356 4,691,686

15 県支出金 

2 県補助金 953,363 3,856 957,219

 432,763 5,299 438,06216 財産収入 

1 財産運用収入 279,103 5,299 284,402

 5,141,721 229,041 5,370,762

1 特別会計繰入金 93,696 60,992 154,688

18 繰入金 

2 基金繰入金 5,048,024 168,049 5,216,073

 1,247,706 222,108 1,469,81419 繰越金 

1 繰越金 1,247,706 222,108 1,469,814

 5,475,041 690,181 6,165,222

2 市預金利子 1,197 2,600 3,797

3 貸付金元利収入 4,358,260 664,782 5,023,042

20 諸収入 

5 雑入 915,905 22,799 938,704

 13,514,100 43,130 13,557,23021 市債 

1 市債 13,514,100 43,130 13,557,230

歳 入 合 計 117,539,299 1,970,684 119,509,983
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歳 出                          （単位：千円） 
款 項 補正前の額 補正額 計 

 723,381 466 723,8471 議会費 

1 議会費 723,381 466 723,847

 19,217,957 841,320 20,059,2772 総務費 

1 総務管理費 16,802,994 841,320 17,644,314
 43,055,546 438,122 43,493,668
1 社会福祉費 14,884,062 △12,537 14,871,525
2 児童福祉費 14,143,461 △200,274 13,943,187

3 民生費 

3 生活保護費 14,028,022 650,933 14,678,955
 8,664,424 △303,541 8,360,883
1 保健衛生費 4,332,059 1,811 4,333,870

4 衛生費 

2 清掃費 4,332,365 △305,352 4,027,013
 16,328,203 △9,949 16,318,2548 土木費 

5 都市計画費 8,429,983 △9,949 8,420,034

 2,582,890 5,227 2,588,1179 消防費 

1 消防費 2,582,890 5,227 2,588,117
 12,854,691 972,091 13,826,782
1 教育総務費 1,858,120 4,451 1,862,571
2 小学校費 2,392,161 △15,601 2,376,560
3 中学校費 1,473,109 308,332 1,781,441
4 幼稚園費 1,032,069 3,167 1,035,236
5 社会教育費 1,343,399 668,953 2,012,352

10 教育費 

6 保健体育費 4,755,833 2,789 4,758,622
 13,094,490 26,948 13,121,43812 公債費 

1 公債費 13,094,490 26,948 13,121,438

歳 出 合 計 117,539,299 1,970,684 119,509,983
 

 

第２表 繰越明許費                     （単位：千円） 
款 項 事  業  名 金 額 

3 民生費 
 

1 社会福祉費 
 

更正保護施設「あけぼの寮」建設事

業補助金 1,643

10 教育費 3 中学校費 古蔵中学校屋内運動場建設事業 269,216

合    計 270,859
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第３表 債務負担行為補正 
１ 追 加                         （単位：千円） 

事    項 期  間 限度額 

戸籍システム端末ライセンス等サービス利用

契約（情報政策課） 
平成21年度から 

平成25年度まで 18,856

データセンター（IDC）利用契約（情報政策課）
平成21年度から 

平成25年度まで 18,900

住基カード発行機等サービス利用契約（情報政

策課） 

平成21年度から 

平成25年度まで 
17,310

那覇市市税コンビニエンスストア収納代行業

務委託事業（納税課） 
平成20年度から 

平成23年度まで 6,150

那覇市ＩＴ創造館管理運営委託料（商工振興

課） 
平成20年度から 

平成23年度まで 66,780

那覇市伝統工芸館運営委託料（商工振興課） 
平成20年度から 

平成23年度まで 
32,496

旧ごみ焼却施設解体工事（クリーン推進課） 平成21年度 315,000

旧ごみ焼却施設解体工事施工監理業務委託（ク

リーン推進課） 
平成20年度から 

平成21年度まで 7,318

小禄・識名老人福祉センター管理運営委託料

（ちゃーがんじゅう課） 

平成20年度から 

平成25年度まで 
131,850

末吉・壺川老人福祉センター及び辻老人憩の家

管理運営委託料（ちゃーがんじゅう課） 
平成20年度から 

平成25年度まで 164,400

古蔵幼稚園園舎建設事業（こども政策課） 
平成20年度から 

平成21年度まで 
21,956

小禄・識名児童館管理運営委託料（子育て応援

課） 

平成20年度から 

平成25年度まで 
110,669

那覇こどものためのデザイン室運営業務委託

（生涯学習課） 
平成20年度から 

平成23年度まで 9,399

古蔵小学校校舎建設事業（設計・監理）業務委

託（施設管理課） 
平成20年度から 

平成22年度まで 70,403

古蔵中学校屋内運動場建設事業（設計・監理）

業務委託（施設管理課） 

平成20年度から 

平成21年度まで 
19,894

古蔵小学校単独調理場改修事業（実施設計）

（学校給食室） 

平成20年度から 

平成21年度まで 
7,961

 

２ 変 更                         （単位：千円） 
補 正 前 補 正 後 

事    項 
期  間 限度額 期  間 限度額 

久場川保育所建設事業 

（こども政策課） 平成21年度 115,593 平成21年度 155,593
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奥武山野球場の整備 

（市民スポーツ課） 
平成21年度 1,507,781 平成21年度 1,726,977

 

３ 廃 止                         （単位：千円） 
補 正 前 補 正 後 

事    項 
期  間 限度額 期  間 限度額 

資源化推進センター建 

設工事（環境政策課） 平成21年度 773,028 －  －  

資源化センター建設工 

事施工監理業務委託 

（環境政策課） 

平成21年度 22,018 －  －  

 

第４表 地方債補正 
変 更                           （単位：千円） 

補 正 前 補 正 後 

起債の 
目 的 限 度 額 

起 

債 

の 
方 
法 

利 率 償還の方法 限 度 額

起 

債 

の 

方 

法 

利 率 

償 

還 

の 

方 

法 

2 社会福 

祉施設 

整備事 

業 
 
3 一般廃 

棄物処 

理事業 
 
9 消防施 

設整備 

事業 
 
10教育施 

設整備 

事業 
 
11臨時財 

政対策 

債 

49,600 

 

 

 

 

260,800 

 

 
 

24,200 

 

 
 

1,226,000 

 

 
 

2,233,100 

 

普
通
貸
借
又
は
証
券
発
行
（
登
録
公
債
） 

年８％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び地

方公営企業

金融公庫資

金 に つ い

て、利率の

見直しを行

った後にお

いては、当

該見直し後

の利率） 

 償還期間

は、据置期

間を含め３

０年以内と

する。 
 償還方法

は、元利均

等、元金均

等 等 に よ

る。 
 ただし、

財政の都合

により、据

置期間中で

あっても繰

上償還し、

償還年限を

変更し、又

は借り換え

ることがで

きる。 

20,000

122,100

23,700

1,438,700

2,232,330

補
正
前
に
同
じ 

年８％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び地

方公営企業

等金融機構

資金につい

て、利率の

見直しを行

った後にお

いては、当

該見直し後

の利率） 

補
正
前
に
同
じ 
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那覇市告示第１５３号  

平成２１年２月２日  

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で認定された平成19年度那覇市一般

会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

那覇市長 翁 長 雄 志  

平成19年度那覇市一般会計歳入歳出決算書（財政課） 
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那覇市監査委員より提出された、平成 19 年度（2007 年度）那覇市一般会計及び

特別会計歳入歳出決算並びに基金の運用状況審査意見書の概要 

 

審査意見 

審査に付された各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支

に関する調書、財産に関する調書及び各基金の運用状況を示す書類は、法令に準拠

して作成されており、計数に誤りはないものと認めた。 

予算の執行状況については、おおむね適正になされているものと認めた。 

 

平成19年度の歳入歳出決算は、一般会計で予算現額1,184億 6,090万 4,768円に

対し、歳入決算額は1,150億9,345万6,322円、歳出決算額は1,131億7,368万4,382

円で、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は19億 1,977万円1,940

円、翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は15億3,970万 8,384円の

黒字であるが、前年度実質収支額を差し引いた単年度収支額は１億 8,405 万 9,748

円の赤字となっている。 

次に、土地区画整理事業特別会計など５特別会計の決算を合計額で見ると、歳入

決算額は814億 2,968万 2,272円、歳出決算額は818億 6,311万 4,093円で、形式

収支額が４億3,343万 1,821円、実質収支額も５億1,619万 9,280円の赤字となっ

ており、その要因は、国民健康保険事業や老人保健の赤字によるものである。 

平成19年度普通会計の決算状況からみると、財政構造の弾力性を判断するための

指標である経常収支比率は92.3％で、前年度と比較して3.4ポイント増加している。

その主な要因は、人件費が0.1ポイント減少したものの、扶助費が0.9ポイント、

公債費で0.5ポイントさらに物件費が2.8ポイント増加したことによるものである。

なお、財政圧迫度を示す指標である公債費比率は15.4％と前年度より0.5ポイント

減少している。 

本市の財政状況は、歳入については所得税から個人住民税への税源移譲や定率減

税の廃止、また、新都心地区への事業所や人口の増加等の要因により前年度に比較

して市税が23億 3,502万円増えたものの、所得譲与税が16億 2,409万円、地方交

付税で４億2,725万円減少している。また、歳出面では、義務的経費としての団塊

世代の退職に伴う人件費、生活保護費などの扶助費及び公債費に増加要因があるが、

投資的経費は堅調である。 

繰越事業費の総額は、46億 1,337万円となっており、この主なものは、街路整備

事業費６億6,408万円、公園整備事業費６億2,468万円、石嶺市営住宅建替事業費

５億7,933万円、教育施設整備事業費19億 8,118万円及び土地区画整理事業費４億

4,047万円であり、前年度と比べて23億1,480万円減少している。なお、繰越理由

としては、関係者との調整に日時を要し、適正な工期が設定できなかったこと等で

あるが、事業の実施に当たっては調整に必要な期間も考慮し、事業の早期着手、早

期完了を目指して計画的に執行するよう努められたい。 

今後の財政運営においては、多額の市債残高（1,239億 608万円）を抱える中で、

諸施策の実施に必要な財政需要の増大が見込まれるので、地方分権の時代にふさわ

しい効率的な行政システムを確立するとともに、不要不急の事務事業については見

直しを行い、財源を効果的、効率的に配分して健全な財政運営に努められるよう要

望する。 

なお、次のことに適切な措置を執られるよう留意されたい。 
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１ 歳入について 

（１）市税の収入未済額対策について（納税課） 

市税の収入未済額は32億 4,529 万 277 円で、前年度の33億 1,512 万 3,227

円と比較して6,983万 2,950円減少している。 

収入未済額については、滞納整理の強化などその解消に向けた努力が見受け

られるものの、個々の収入未済の実態把握に努め、多様な徴収方法を採り入れ

るなど、引き続き収入未済の解消と新たな発生防止になお一層努められたい。 

 

市税収入状況 

（単位：円、％） 

区分 年度 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

平成19年度 38,915,579,363 37,898,871,345 2,567,557 1,014,140,461 97.4

平成18年度 36,586,149,880 35,676,732,888 5,095,831 904,321,161 97.5
現年 

度分 
比 較 2,329,429,483 2,222,138,457 △2,528,274 109,819,300 △0.1

平成19年度 3,348,872,792 895,124,578 222,598,398 2,231,149,816 26.7

平成18年度 3,346,534,208 782,233,902 153,498,240 2,410,802,066 23.4

滞納 

繰越 

分 
比 較 2,338,584 112,890,676 69,100,158 △179,652,250 3.3

平成19年度 42,264,452,155 38,793,995,923 225,165,955 3,245,290,277 91.8

平成18年度 39,932,684,088 36,458,966,790 158,594,071 3,315,123,227 91.3合計 

比 較 2,331,768,067 2,335,029,133 66,571,884 △69,832,950 0.5

 

（２）土地貸付収入の未収金について（管財課） 

土地貸付収入の未収金は、一般貸付分605万2,759円で前年度と比較して115

万 199円増加している。また、滞納繰越分の未収金は945万 4,824円で前年度

と比較して505万 3,813円減少している。 

未収金の合計額は1,550万 7,583円となっており、年度の経過により収納が

困難になってくることから、貸付土地の購入意欲を高める工夫を図ることや那

覇市市有地賃料滞納整理要領に基づく督促状の送付・催告などの徹底、法的措

置の実施など引き続き収納強化に努められたい。 

 

（３）公設市場使用料及び公設市場光熱費実費徴収金の未収金について（労働農水

課） 

公設市場使用料の未収金は、1,098 万 6,546 円で前年度と比較して 269 万

6,277 円減少しているが、その内 258 万 2,650 円は時効による不納欠損額であ

る。また、公設市場光熱費実費徴収金の未収金は1,234万 969円で前年度と比

較して102万 5,795円減少している。 

未収金の合計額は2,332万 7,515円と多額であり、年度の経過により収納が

困難になってくることから、引き続き債権徴収業務の委託や法的措置を視野に

入れて収納の向上に一層努められたい。 

 

（４）生活保護費返還徴収金について（保護課） 

生活保護費返還徴収金については、前年度と比較して現年度分及び滞納繰越
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分において収納率が向上している。 

これは、徴収努力した結果であり評価するものであるが、未収金が１億4,592

万 2,566円と多額であり今後とも効率的な徴収体制の取組みを強化し、返還金

の徴収になお一層努められたい。 

 

生活保護費返還金収入状況 

（単位：円、％） 

区分 年度 調定額 収入額 不納欠損額 未収額 収納率

平成19年度 205,050,935 157,880,248 0 47,170,687  77.0

平成18年度 130,547,899 93,319,903 0 37,228,806  71.5
現年 

度分 
比 較 74,503,036 64,560,345 0 9,941,881   5.5

平成19年度 115,068,461 2,724,072 13,592,510 98,751,879   2.4

平成18年度 93,005,906 1,666,450 13,499,801 77,839,655   1.8

滞納 

繰越 

分 比 較 22,062,555 1,057,622 92,709 20,912,224   0.6

平成19年度 320,119,396 160,604,320 13,592,510 145,922,566  50.2

平成18年度 223,553,805 94,985,543 13,499,801 115,068,461  42.5合計 

比 較 96,565,591 65,618,777 92,709 30,854,105   7.7

 

（５）国民健康保険税の未収金について（国保・後期高齢医療課） 

国民健康保険税の未収金は27億 7,039万 3,977円である。その内訳は現年度

分６億5,117万 8,771円、滞納繰越分が21億 1,921万 5,206円である。 

多額の未収金及び滞納繰越金は、当該事業の存続にも重大な影響を及ぼすも

のであるので、今後とも収納率向上に一層努められたい。 

 

国民健康保険税収入状況 

（単位：円、％） 

区分 年度 調定額 収入額 不納欠損額 未収額 収納率

平成19年度 8,587,799,800 7,936,397,129 223,900 651,178,771 92.4

平成18年度 8,248,511,600 7,632,664,383 1,045,200 614,802,017 92.5
現年 

度分 
比 較 339,288,200 303,732,746 △821,300 36,376,754 △0.1

平成19年度 2,790,972,843 194,753,286 477,004,351 2,119,215,206 7.0

平成18年度 2,834,164,245 200,066,891 440,267,599 2,193,829,755 7.1

滞納 

繰越 

分 
比 較 △43,191,402 △5,313,605 36,736,752 △74,614,549 △0.1

平成19年度 11,378,772,643 8,131,150,415 477,228,251 2,770,393,977 71.5

平成18年度 11,082,675,845 7,832,731,274 441,312,799 2,808,631,772 70.7合計 

比 較 296,096,798 298,419,141 35,915,452 △38,237,795 0.8

 

（６）保育料（市立幼稚園）の未収金対策について（こども政策課） 

市立幼稚園の保育料（預かり保育料含む。）の未収金は、現年度分360万 1,000

円で前年度と比較して98万 7,600円増加している。また、滞納繰越分の未収金

は、450万 6,060円で前年度より21万 8,600円増加している。未収金の合計額
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は 810万 7,060円となっており、年度の経過により収納が困難になってくるこ

とから、なお一層収納の向上に努められたい。 

 

（７）保育料等の未収金対策について（こどもみらい課） 

公立及び認可保育所の保育料等（３歳以上児主食費（公立）含む。）未収金

は、現年度分2,539万7,420円で前年度と比較して153万380円増加している。

また、滞納繰越分の未収金は、4,008万 1,975円で前年度より75万3,675円増

加している。 

平成19年４月１日から（株）沖縄債権回収サービスに卒園者に対する滞納保

育料徴収を委託した結果、平成19年度は、800万 1,975円を徴収していること

は評価できる。 

しかし、保育料等未収金は6,547万 9,395円で多額であり、年度の経過によ

り収納が困難になってくることから、なお一層収納の向上に努められたい。 

 

（８）清算徴収金の未収金について（区画整理課） 

平成 19 年度の清算未収金は、6,008 万 4,550 円（現年度分 627 万 5,140 円、

滞納繰越分5,380万 9,410円）で前年度に比較し、収納率で0.5ポイント減少

している。 

滞納者に対しては、文書、電話、訪問等による督励や生活実態、財産状況調

査し分割納付督励など取組んでいるが、なお一層創意工夫し未収金の回収に努

められたい。 

 

清算徴収金前年度比較 

（単位:円、％、ポイント） 

区分 年度 調定額 収入済額 不納欠損額 未収額 収納率

平成19年度 20,662,494 14,387,354 0 6,275,140 69.6

平成18年度 38,405,425 32,726,793 0 5,678,632 85.2
現年 

度分 
比 較 △17,742,931 △18,339,439 0 596,508 △15.6

平成19年度 69,772,492 14,177,380 1,785,702 53,809,410 20.3

平成18年度 64,314,746 220,886 0 64,093,860 0.3

滞納 

繰越 

分 
比 較 5,457,746 13,956,494 1,785,702 △10,284,450 20.0

平成19年度 90,434,986 28,564,734 1,785,702 60,084,550 31.6

平成18年度 102,720,171 32,947,679 0 69,772,492 32.1合計 

比 較 △12,285,185 △4,382,945 1,785,702 △9,687,942 △0.5

 

（９）市営住宅の使用料等の未収金の収納向上について（市営住宅室） 

市営住宅の使用料等は、前年度と比較して未収金が減少している。また、平

成18年４月１日から（株）沖縄債権回収サービスに市営住宅退去者の滞納家賃

徴収を委託した結果、910 万 6,755 円徴収し、前年度に比べ 229 万 1,369 円増

えていることは評価できる。しかし、未収金は２億6,550万 9,540円であり、

なお一層の収納向上に努められたい。 
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住宅使用料・共益費の徴収推移 

（単位：円、％） 

年

度 
区分 調定額 収入額 不納欠損額 未収額 

収納

率 

住宅使用料（現年度分） 1,413,006,900 1,354,310,270 0 58,696,630 95.8

住宅使用料滞納繰越分 261,209,059 77,434,655 4,754,030 179,020,374 29.6

共益費 153,859,240 125,595,545 471,150 27,792,545 81.6

平

成

19

年

度 合 計 1,828,075,199 1,557,340,470 5,225,180 265,509,549 85.2

住宅使用料（現年度分） 1,434,948,900 1,363,525,030 0 71,423,870 95.0

住宅使用料滞納繰越分 268,158,947 71,845,498 6,475,460 189,837,989 26.8

共益費 169,902,134 138,401,904 698,040 30,802,190 81.5

平

成

18

年

度 合 計 1,873,009,981 1,573,772,432 7,173,500 292,064,049 84.0

 

２ 歳出について 

（１）団体負担金について（共通） 

団体負担金については、当該団体の収支比率が低く（80％未満）、剰余金と

して翌年度へ繰越している団体もあり、決算審査や定期監査において、負担金

の見直等を求めてきたが依然として改善されてない。 

交付額の多寡にかかわらず、当該団体の設置目的、事業内容、経費等を十分

検証のうえ、予算の効率的・効果的な執行を検討されたい。 

 

（２）那覇市地域福祉基金の運用及び助成事業について（福祉政策課） 

那覇市地域福祉基金（平成19年度末現在高８億4,784万 3,657円）は、その

一部４億 9,532 万円を債券（北海道債、表面利率：年 1.9％）で運用したこと

により、当年度の運用収入は1,159万 8,603円となり、前年度123万 5,910円

に比べ1,036万 2,693円の増収となっている。 

当該基金の運用収入は高齢者等の保健福祉を図るための施策の財源となる

ことから、定期預金で運用している基金についても債券の購入等、安全かつ有

利な運用を検討されたい。 

また、地域福祉基金助成事業の支出済額は417万 7,702円で、当該基金運用

収入の約36％に留まっていることから、基金運用収入の有効活用に努められた

い。 

 

（３）子育て家庭就労支援モデル施設整備事業について（こどもみらい課） 

子育て家庭就労支援モデル施設整備事業は、関係者との合意が得られなかっ

たため実施できず、補助金700万円が未執行となっている。 

この事業予算は、保育所に入所できない待機児童の適切な保護と子育て家庭

の就労支援につなぐための施設整備費として確保したものであり、事業執行に

当たっては、関係者との合意形成を含め綿密な計画で事業を実施すべきである。 
今後は、執行体制はもとより事業実施に向けた関係者との合意形成に努力し、

事業執行に努められたい。 
 
 

 1155



      那 覇 市 公 報    第１４９６号   2009（平成21）年２月２日 

 

那覇市告示第１５４号  

平成２１年２月２日  

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で認定された平成19年度那覇市土地

区画整理事業特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

那覇市長 翁 長 雄 志  

平成19年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算書（区画整理課） 
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那覇市告示第１５５号  

平成２１年２月２日  

 

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で認定された平成19年度那覇市国民

健康保険事業特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  
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平成19年度那覇市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算書（国保・後期高齢医

療課） 
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那覇市告示第１５６号  

平成２１年２月２日  

 

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で認定された平成19年度那覇市老人

保健特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

平成19年度那覇市老人保健特別会計歳入歳出決算書（国保・後期高齢医療課） 
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那覇市告示第１５７号  

平成２１年２月２日  

 

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で認定された平成19年度那覇市市街

地再開発事業特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

平成19年度那覇市市街地再開発事業特別会計歳入歳出決算書（市街地整備課） 

 

 

 1174



      那 覇 市 公 報    第１４９６号   2009（平成21）年２月２日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1175



      那 覇 市 公 報    第１４９６号   2009（平成21）年２月２日 

 

 

 

 

 

 1176



      那 覇 市 公 報    第１４９６号   2009（平成21）年２月２日 

 

 

 

 

 

 1177



      那 覇 市 公 報    第１４９６号   2009（平成21）年２月２日 

 

 

 

那覇市告示第１５８号  

平成２１年２月２日  

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で認定された平成19年度那覇市介護

保険事業特別会計歳入歳出決算の要領は次のとおりである。 

那覇市長 翁 長 雄 志  

平成19年度那覇市介護保険事業特別会計歳入歳出決算書（ちゃーがんじゅう課） 
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公    告 
 

那覇市公告第１９３号  

平成２１年１月１３日  

掲 示 済  

 

平成21・22年度那覇市発注路面清掃業務委託競争入札参加資格審査願の受付

について（道路管理室） 
 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成21・22年度那覇市発注路面清掃業務委託競争入札参加資格審査願の受付を次

のとおり行います。 

 

１ 入札参加資格 
（１）地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しないこと。 

（２）地方自治法施行令第167 条の４第２項各号のいずれかに該当すると認めら

れた者にあっては、その事実があった後２年を経過していること。 

（３）路面清掃については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第１項 

の許可を受けた業者であること。 

（４）本業務を行いうるため（路面清掃車、ダンプトラック、給水車）を有する

事業者であること。 

（５）健康保険及び構成年金保険に加入していること。 

（個人業者で従業員が４人以下のため適用が除外されている場合を除く） 

（６）雇用保険に加入していること。 

（７）経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

 

２ 審査願（本市様式）及び提出要領の配布期間 

平成21年３月２日（月）～３月13日（金） 

 

３ 受付期間 

平成21年３月２日（月）～３月13日（金） 

午前８時30分～午後５時15分 

（ただし土、日曜日を除く） 

 

４ 申請書類の配布及び受付場所 

建設管理部 道路管理室（那覇市銘苅２―３―１ 銘苅庁舎内４Ｆ） 

※受付は、書類持参の上の面談審査になります。 

（郵送による受付はいたしません。） 

 

５ 問い合せ先 

建設管理部 道路管理室 維持グループ 

電話番号（直通）951－3237 
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那覇市公告第１９４号  

平成２１年１月１３日  

掲 示 済  

 

平成21・22年度那覇市道路・排水路施設緊急修繕工事業者の募集について（道

路管理室） 
那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成21・22年度那覇市道路・排水路施設緊急修繕工事業者を次のとおり募集しま

す。 

 

１ 緊急修繕工事の内容 

道路の陥没、雨水マンホール鉄蓋及び周辺の破損等の修繕。 

 

２ 対象業種及び条件等 

本市契約検査室に登録された本市内に本社を置く工事格付B・C・Dの土木業者。 

24時間中、緊急時に対応可能な業者。（詳細については募集要領参照） 

３年以上の道路工事等経験者を有すること。 

 

３ 登録業者数 

30社（申請者多数の場合は、公開抽選により選定） 

 

４ 申請書類等の配布期間 

平成21年３月２日（月）～平成21年３月13日（金） 

 

５ 受付期間及び受付時間 

平成21年３月２日（月）～平成21年３月13日（金） 

午前８時30分～午後５時15分 

（ただし、土、日曜日を除く） 

 

６ 申請書類の配布及び受付場所 

建設管理部 道路管理室 那覇市銘苅２丁目３番１号 新都心銘苅庁舎４Ｆ 

※申請書はすべて持参のうえ受付します。（郵送による受付はいたしません） 

 

７ 提出書類 

那覇市道路・排水路施設緊急修繕工事登録申請書に記載。 

 

８ 問い合せ先 

建設管理部 道路管理室 維持グループ 

電話番号（直通）951－3237 
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那覇市公告第２２２号  

平成２１年２月２日  

 

平成 21 年度那覇市役所本庁舎及び新都心銘苅庁舎の管理に関する各種業務

委託指名競争入札参加資格者申請受付について（管財課） 

 

地方自治法施行令第167条の11第３項の規定に基づき、指名競争入札参加資格要

件を公告します。また、下記のとおり参加者の申請受付を行います。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

記 

 

１ 指名競争入札参加資格要件 

（１）地方自治法施行令第167条の４の規定に定める者に該当しないこと。 

（２）表１の中欄に定める業務委託に応じ同表の右欄に定める資格要件を満たす

者であること。 

 

２ 申請書類の配布方法 

平成21年２月２日（月）から 

那覇市役所本庁舎４階 管財課（那覇市泉崎１－１－１）にて配布及び那覇市

のホームページ(http://www.city.naha.okinawa.jp/)からもダウンロードできま

す。 

 

３ 受付期間 

平成21年２月２日（月）～平成21年２月13日（金）（土日を除く） 

午前９時00分～午後５時00分（午後12時 15分～午後１時を除く） 

 

４ 申請書類の提出及び問い合せ先 

那覇市 総務部 管財課 庁舎管理グループ（電話098－862－9904） 

 

※「表１」中の委託番号３の「那覇市役所本庁舎環境衛生管理業務委託」は申請

の必要はありません。 

 

表１ 各業務委託の指名競争入札参加資格要件 

委託 

番号 

業務委託 

件名 
指 名 競 争 入 札 参 加 資 格 要 件 

  
(1) 過去２年間に建物の冷房設備に関する次の(A)～(C)の内

容を含む業務の請負実績があること。 
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１ 

那覇市役所 

本庁舎 

ターボ式 

冷房機保守 

業務委託 

(A)冷房使用期間開始前の点検、運転調整 

(B)冷房使用期間中の月次点検及び異状発生時の随時対応

(C)冷房期間終了後の点検調整保存 

(2) 従業員が５人以上であること。 

(3) 那覇市「建設業者格付名簿」の業種「管工事」に登録 

されていること。 

２ 

那覇市役所 

本庁舎 

パッケージ 

型冷房機保 

守業務委託 

委託番号１に同じ 

３ 

那覇市役所 

本庁舎 

環境衛生 

管理業務 

委託 

(1) 那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般競争

入札参加資格者名簿に登録されていること。 

(2) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第 12 条

の２第１項第２号又は第８号並びに第７号の登録がある

こと。 

４ 

那覇市役所 

本庁舎 

消防用設備 

保守点検 

業務委託 

(1) 過去２年間に次の(A)(B)を満たす業務の請負実績がある

こと。 

(A)消防法施行規則に基づく消防用設備等の定期点検 

(B)消防用設備等の作動または異状発生時の随時対応 

(2) 従業員に次の者がいること(重複可)。 

・甲種消防設備士第１類、第３類、第４類それぞれ１人以

上 

・乙種消防設備士第６類１人以上 

・第１種消防設備点検資格者５人以上 

・第２種消防設備点検資格者５人以上 

(3) 那覇市「建設業者格付名簿」の業種「消防施設工事」に

登録されていること。 

５ 

那覇市役所 

本庁舎等 

施設管理 

業務委託 

(1) 過去２年間に建物の電気及び冷房設備の運用管理業務の

請負実績があること。 

(2) 従業員に次の者がいること。 

・第１種電気工事士１人以上 

・第１種～第３種のいずれかの冷凍機械責任者免状を有 

する者１人以上 

・熟練された大工技能を有する者１人以上 

(3) 次のいずれかに登録されていること。 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「電気工事」 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「管工事」 

・那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般競 

争入札参加資格者名簿 

(4) 制服制度があること。 
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６ 

新都心銘苅 

庁舎 

施設管理 

業務委託 

(1) 過去２年間に建物の電気及び冷房設備の運用管理業務の

請負実績があること。 

(2) 従業員に次の者がいること。 

・第１種電気工事士１人以上 

・第１種～第３種のいずれかの冷凍機械責任者免状を有 

する者１人以上 

(3) 次のいずれかに登録されていること。 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「電気工事」 

・那覇市「建設業者格付名簿」の業種「管工事」 

・那覇市庁舎等清掃業務及び警備業務委託制限付一般競 

争入札参加資格者名簿 

(4) 制服制度があること。 

※ 表中の「過去２年間」とは平成19年１月１日から平成20年 12月 31日までの

ことです。 

 

 

 

 

那覇市公告第２２３号  

平成２１年２月２日  

 

平成 21 年度那覇市公共施設等の一般廃棄物収集運搬業務委託の入札の実施

について（管財課） 
 

地方自治法第234条第１項の規定に基づき、一般競争入札により契約を締結する

ので地方自治法施行令第167条の６及び那覇市契約規則第13条の規定により、次の

ように公告する。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

１ 入札に付する事項 

（１）契約案件名 那覇市役所本庁舎等及び銘苅庁舎ごみ処理業務委託 

他11件（予定） 

（２）履行場所  那覇市直営施設及び那覇市上下水道局庁舎 

（３）履行内容  各施設の仕様書による 

（４）契約予定日 平成21年４月１日 

（５）履行期間  平成21年４月１日から平成22年３月31日まで 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

（１）地方自治法施行令第167条の４の規定に定める者に該当しないこと。 

（２）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年 12月 25日第137号）第７

条第１項に基づき那覇市長の許可を受けた一般廃棄物収集運搬許可業者であ

ること。 
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３ 入札説明会の日時及び場所 

（１）日時 平成21年２月12日（木）午後１時30分から 

（２）場所 新都心銘苅庁舎 ３階 職員研修所（那覇市銘苅２－３－１） 

 

４ 入札の日時及び場所 

（１）日時 平成21年３月23日（月）午後１時30分から 

（２）場所 新都心銘苅庁舎 ３階 職員研修所（那覇市銘苅２－３－１） 

 

５ 入札保証金 

入札保証金は、那覇市契約規則第12条第１項及び那覇市上下水道局契約事務規

程第８条第１項第３号に基づき免除する。 

 

６ 郵送による入札は認めない。 

 

７ 入札参加資格の確認 

入札執行前に、入札に参加しようとする者が、市許可業者であることを確認す

るため、営業許可証の写しを提出する。 

 

８ 入札の無効 

入札に参加する資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札

は無効とする。 

 

９ 問い合せ先 

那覇市 総務部 管財課 庁舎管理グループ 

〒900－8585 那覇市泉崎１丁目１番１号 

電話 098－862－9904  ＦＡＸ 098－862－9352 
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      那 覇 市 公 報    第１４９６号   2009（平成21）年２月２日 

 

上下水道局告示 

 
那覇市上下水道局告示第３６号  

平 成２１年１月１９日  

掲 示 済  

 

平成20年（2008年）12月那覇市議会定例会で議決された平成20年度那覇市下水

道事業会計補正予算（第２号）の要領は次のとおりである。 

 

那覇市長 翁 長 雄 志  

 

平成20年度那覇市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総則） 

第１条 平成20年度那覇市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。 

 

（債務負担行為） 

第２条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度

額に次のとおり追加する。 

 

事  項 期  間 限 度 額 

古島地内公共下水道移設工事 平成20年度から平成21年度まで 60,000千円
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